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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第98期
第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期
第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

第98期

会計期間

自　平成21年４
月１日

至　平成21年９
月30日

自　平成22年４
月１日

至　平成22年９
月30日

自　平成21年７
月１日

至　平成21年９
月30日

自　平成22年７
月１日

至　平成22年９
月30日

自　平成21年４
月１日

至　平成22年３
月31日

営業収益 (百万円) 30,125 25,188 14,944 11,344 58,500

純営業収益 (百万円) 29,441 24,400 14,602 11,010 57,110

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 6,747 1,744 3,384 △203 12,008

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) 3,766 2,342 1,768 △238 7,160

純資産額 (百万円) ― ― 107,626113,176114,126

総資産額 (百万円) ― ― 582,276695,715664,766

１株当たり純資産額 (円) ― ― 404.39 403.45 406.92

１株当たり四半期(当期)
純利益又は四半期純損失
(△)

(円) 14.19 8.38 6.66 △0.85 26.33

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 18.4 16.2 17.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,441 △31,155 ― ― △13,713

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △101 △1,475 ― ― △1,879

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △16,677 26,409 ― ― △1,275

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 53,260 53,065 62,521

従業員数 (名) ― ― 2,201 2,361 2,335

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３　従業員数は就業人員数を記載しております。

４　記載している消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び子会社16社並びに関連会社３社)が営む事

業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 2,361 [323]

(注)１　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。)であり、[　]外数は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均人員であります。

　　２　上記のほか投資アドバイザー及びアセットアドバイザーの平成22年９月末の雇用人数は85名であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 61[5]

(注)　　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、[　]外数は、臨

時従業員の当第２四半期会計期間の平均人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは金融商品取引業及び金融商品取引業に関連又は付随する業務を中心に営んでおります。

当該業務の収益の状況等については、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

含めて記載しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更及び新たに発生した事項はありませ

ん。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、四半期報告書提出日(平成22年11月12日)現在において当社グループ

が判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計の基準

に基づき作成しております。四半期連結財務諸表の作成にあたり、経営者は四半期決算日における資産・

負債の報告数値及び偶発債務の開示、並びに報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見

積りを行わなければなりません。また、経営者は退職金、投資、法人税等に関して、過去の実績や状況に応

じ合理的と考えられる方法により見積り及び判断をしておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実

性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社は特に以下の重要な会計方針が、当社グループの四半期連結財務諸表の作成において用いられる

重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

①　退職給付費用

従業員(執行役員を除く)に係る退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づ

いて算出されております。これらの前提条件には割引率、退職率、昇給率、直近の統計数値に基づいて算

出される死亡率及び年金資産の期待収益率などが含まれております。当社グループの適格退職年金制

度においては、割引率は期末における安全性の高い長期の債券の利回りにより、退職率は直近３年間の

実績率に基づき、それぞれ算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が

変更された場合は、その影響は累積され、一般的には将来期間において認識される費用及び債務に影響

を及ぼします。
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②　投資の減損

当社グループは、長期的な取引関係維持のため、特定の取引先の株式を所有しております。これらの

株式には価格変動性の高い公開会社の株式と、価格の決定が困難である非公開会社の株式が含まれて

おります。当社グループは投資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、「金融商品に関する会計

基準」に基づき減損処理を行っております。公開会社の株式への投資の場合、株式の時価が、一定期間

継続して取得原価を30％以上下回り続けたとき下落が一時的でないと判断します。非公開会社につい

ては１株当たり純資産額が取得原価の50％以上下落した場合に減損処理を行います。

将来の市況悪化又は投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失又は簿価の回収

不能が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。

③　繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価

性引当金を計上しております。評価性引当金の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得の発生

及び税務計画を検討いたします。当社グループの主たる事業である金融商品取引業は、業績変動の幅が

大きく、長期にわたる課税所得の発生を予測することが困難でありますが、経営計画の策定にあわせ当

該経営計画の期間を、将来の課税所得の見積り期間としておりますので、翌事業年度以降の課税所得の

発生見積りによって、評価性引当金が増減し、繰延税金資産の調整額が発生いたします。

　

(2) 当第２四半期連結会計期間の経営成績

①　概要

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月1日から平成22年９月30日まで)は、欧州・米国・中国の景

気が踊り場を迎え、それとともに外為市場で１ドル＝82円台まで円高が進行したため輸出に陰りが見

え始めたことや、国内でもエコカー補助金制度が９月初旬に終了したこと等から、わが国経済の回復基

調がやや鈍化しました。

こうしたなか株式流通市場は、安値圏で推移しました。日経平均株価は７月１日に9,191円で始まっ

た後、７月14日に一旦9,795円まで上昇しましたが、その後は米国の雇用情勢や住宅販売の不調により

景気減速懸念が浮上、米国株が反落するとともにドル安円高が進行し、日経平均株価は８月31日に

8,824円まで下落しました。しかしながら、９月に発表された米景気指標が事前の予想ほど悪化しな

かったことや、政府・日銀が６年半ぶりにドル買い円売り介入を実施し、円高に歯止めがかかったこと

が好感され、９月末は9,369円まで回復しました。なお、７～９月期の東証１部の１日当たりの平均売買

代金は、買い手掛かりの乏しさから１兆2,445億円と、４～６月期の１兆6,420億円を下回りました。

一方、債券流通市場は、高値圏で推移しました。株式市場の軟調、円高の進行、米景気の減速懸念、国内

景気の回復鈍化、物価の下落、投資家のリスク回避から、安全資産の国債に資金が流入したことが債券

価格を上げ支えました。長期金利の指標である10年物国債利回りは７月１日に1.065％で始まった後、

８月18日には0.90％まで低下(債券価格は上昇)しました。その後、財政拡大路線への方針転換が意識さ

れたことから、利回りは９月６日に一旦1.185％まで上昇しましたが、９月末は0.93％となりました。
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このような環境のなかで、当第２四半期連結会計期間の営業収益は前年同期比24.1％減少し113億44

百万円、純営業収益は前年同期比24.6％減少し110億10百万円、販売費及び一般管理費は前年同期比

1.2％減少し114億23百万円となり、営業損失４億13百万円(前年同期は30億40百万円の営業利益)、経常

損失２億３百万円(前年同期は33億84百万円の経常利益)、四半期純損失２億38百万円(前年同期は17億

68百万円の四半期純利益)となりました。

　

②　受入手数料

　

連結会計期間 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

委託手数料 2,606 7 11 0 2,626

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

16 11 ─ ─ 28

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

6 1 3,664 ─ 3,671

その他の受入手数料 95 3 878 540 1,517

合計 2,725 23 4,554 540 7,843

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

委託手数料 1,283 9 19 0 1,313

引受け・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の手数料

― 49 ─ ─ 49

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

3 0 2,394 ─ 2,397

その他の受入手数料 20 8 1,087 330 1,447

合計 1,307 68 3,501 330 5,207

　

当第２四半期連結会計期間の委託手数料は、前年同期比50.0％減少し13億13百万円となりました。こ

のうち株式委託手数料は個人投資家の売買代金が前年同期の約５割と低調に推移したことから、前年

同期比では50.8％減少し12億83百万円となりました。

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料のうち株券の引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料は、ＩＰＯ・ＰＯともに引受け実績はありませんでした。一方、債券の引受

け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は、第１四半期に引き続き一般事業債の引受けが

堅調であったことから前年同期の11百万円から49百万円と増加いたしました。

当第２四半期連結会計期間の受益証券の販売環境は、第１四半期こそ堅調に推移いたしましたもの

の、第２四半期に入り海外の景気が踊り場を迎えたことや円高の進展により販売環境は厳しいものと

なり、受益証券に係る募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は前年同期比34.7％

減少し23億94百万円となりました。この結果、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数

料全体では前年同期比34.7％減少となる23億97百万円となりました。

その他の受入手数料のうち、受益証券の代行手数料は、預かり資産残高の増加を受け、前年同期比

23.8％増加となる10億87百万円となりました。また、その他の受入手数料に含まれる保険販売手数料は

前年同期比33.9％減少し１億35百万円となり、受益証券の代行手数料と合わせたその他の受入手数料

は前年同期比4.7％減少し14億47百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の受入手数料は前年同期比33.6％減少し52億７百万円とな

りました。
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③　トレーディング損益
　

連結会計期間
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

区分
実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

合計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

合計
(百万円)

株券等トレーディング損益 1,381 414 1,795 1,181 637 1,819

債券・為替等トレーディング損益 3,451 1,252 4,703 1,853 1,717 3,570

合計 4,832 1,667 6,499 3,035 2,354 5,390

　

当第２四半期連結会計期間のトレーディング損益は、株券等のトレーディング損益のうち外国株式

については、欧米株式を中心に外国株式の販売が前年度に引き続き堅調でありました。一方で国内株を

中心とするディーリングは、ギリシャ財政問題等に端を発した円高の影響による国内株式市場の低迷

により、大幅な減益となりました。この結果、株券等のトレーディング損益は前年同期比1.3％増加し18

億19百万円の利益となりました。

一方、外貨建債券や仕組債の販売については、円高や国内株式市場の低迷により外貨建債券や他社株

転換債の販売環境は厳しいものとなり、販売に伴うトレーディング益が低調となったことから債券・

為替等のトレーディング損益は前年同期比24.1％減少し35億70百万円の利益となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間のトレーディング損益は、前年同期比17.1%減少し53億90百

万円の利益となりました。

　

④　販売費及び一般管理費

当第２四半期連結会計期間は、取引関係費が提携合弁証券の外債販売に対する支払手数料の増加な

どにより前年同期比20.5％増加し19億81百万円となりました。一方で、人件費は業績連動給や福利厚生

費の減少などから、前年同期比7.4％減少し56億７百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費は前年同期比1.2％減少し114億23

百万円となりました。
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⑤　トレーディング商品

当第２四半期連結会計期間末現在のトレーディング商品残高は次のとおりであります。

　

区分
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

資産の部の
トレーディ
ング商品

商品有価証券等 (百万円) 230,873 245,276

株券 (百万円) 15,624 18,284

債券 (百万円) 211,800 222,761

受益証券 (百万円) 3,284 3,964

その他 (百万円) 163 266

デリバティブ取引 (百万円) 3,384 1,920

オプション取引 (百万円) 1,874 740

先物取引 (百万円) 56 68

スワップ取引 (百万円) 1,288 1,080

為替予約取引 (百万円) 90 ─

為替証拠金取引 (百万円) 73 30

合計 (百万円) 234,257 247,196

負債の部の
トレーディ
ング商品

商品有価証券等 (百万円) 115,200 107,615

株券 (百万円) 18,951 20,431

債券 (百万円) 96,249 87,183

デリバティブ取引 (百万円) 1,693 1,668

オプション取引 (百万円) 1,411 1,239

先物取引 (百万円) 93 24

スワップ取引 (百万円) 187 248

為替予約取引 (百万円) ─ 155

合計 (百万円) 116,893 109,284
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(3) キャッシュ・フローの状況等

①　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、156億46百万円のキャッシュの

支出(前年同期は191億76百万円の収入)となりました。これは主に、第１四半期連結会計期間末に比べ

トレーディング商品(負債)が減少し75億71百万円支出となる一方、トレーディング商品(資産)が減少

し339億28百万円の収入となり、また債券レポ取引及び現先取引残高が減少し有価証券担保貸付金が

609億64百万円の収入となる一方、有価証券担保借入金は700億14百万円の減少による支出となったほ

か、約定見返勘定(資産・負債)の増減による184億63百万円の支出、信用取引負債の減少による52億５

百万円の支出、顧客分別金信託の増加による49億円の支出等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に投資有価証券の取得による支出17億90百万円等により

11億26百万円のキャッシュの支出(前年同期は３億86百万円の支出)となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期社債の発行残高が減少し短期社債の収支が37億円

の支出となる一方、短期借入金の純額の増加による212億77百万円の収入のほか、ユーロＭＴＮプログ

ラムの社債発行による収入が51億となったことなどから225億76百万の収入(前年同期は44億33百万円

の支出)となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は、第１四半期連結会計期間

末より57億15百万円増加し530億65百万円(前年同期は532億60百万円)となりました。

　

②　資金需要

当社グループの運転資金の主なものは、株式及び債券を自己の計算により売買を行うために要する

資金、顧客が行う信用取引に対し資金を貸し付ける業務及び人件費・不動産関係費など販売費及び一

般管理費に係るものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

①　当第２四半期連結会計期間において新たに発生した当社グループの事業上及び財務上の対処すべき

課題は、次のとおりであります。

当社グループは、平成21年４月より「経営３ヵ年計画～TT Revolution～」をスタートさせ、『プレ

ミアハウス』のセカンドステージとして、厳しい経済・競争環境下でも勝ち残れる、証券会社を中核と

する金融サービスグループへの更なる進化を目指しております。

「経営３ヵ年計画～TT Revolution～」では、大きく２つの基本戦略と、この戦略と施策の妥当性を

チェックするための５つのキー・サクセス・ファクター(成功要因)を設定しております。

(基本戦略)

ⅰ  中長期軸　：成長性に力点を置いた戦略的提携を主軸とする預り資産を含む営業基盤の拡大

ⅱ  短期軸　　：生産性に力点を置いた一層の取引拡大を主軸とする収益力向上
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(キー・サクセス・ファクター)

ⅰ  成長性 ：東海東京フィナンシャル・グループの新たな需要創造

ⅱ  生産性 ：労働、商品、顧客、投資、プロセスの各生産性について、飛

　 躍的向上を目指す

ⅲ  カスタマーロイヤルティ ：お客様から選ばれる証券会社として長期的な信頼関係を構築

　 する

ⅳ  コミュニケーション ：お客様や株主様への情報発信と相互理解の深耕、役社員の情

　 報・意識の共有によるTT Revolutionの達成

ⅴ  スーパーコミュニティハウス：地域密着とコミットメントによる地元への貢献と当グループ

　 取引の拡大

　

また、「経営３ヵ年計画～TT Revolution～」の最終年度(平成24年３月期)のビジョンとして、次の

数値目標を掲げております。

ⅰ 預り資産　：連結・持分法適用会社を含め、経営３ヵ年計画策定時の２倍以上(６兆円)の

規模を目指す。

ⅱ 連結ＲＯＥ：10％以上を目指す。

　

以上の戦略に基づき、当社は、海外金融機関とのアライアンス戦略を推し進め、当社の100％子会社で

ある東海東京証券株式会社(以下、「東海東京証券」という。)と業務提携の関係にある中国大手証券会

社 国泰君安証券股ブン(「ブン」は、「にんべん」に「分」)有限公司の香港現地法人 国泰君安国際

控股有限公司が香港証券取引所に上場するに際して、戦略的パートナーとして、同社の発行済株式総数

の約1.2％分(約10億円)を本年７月に取得しております。

　

　

本年９月10日、証券取引等監視委員会による東海東京証券に対する検査結果に基づき、同委員会から

金融庁に対し行政処分を求める勧告が行われ、本年９月16日、東海東京証券は金融庁より業務改善命令

を拝受しました。

当社は、この度の東海東京証券に対する行政処分を厳粛に受け止めますとともに、髙野利雄氏(弁護

士、髙野法律事務所所長、元名古屋高検検事長)等社外有識者を交えた社内調査チームの調査結果等を

踏まえて、徹底した再発防止策の策定等を検討してまいりました。

なお、前述の業務改善命令につきましては、社内調査チームの検討、実効性の検討を経た上で、本年10

月８日、東海東京証券は金融庁に業務改善報告書を提出しております。
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②　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

ⅰ　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者

である必要があると考えております。

当社取締役会は、当社取締役会の賛同を得ずに行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、当

社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するもの

ではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的

には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかしながら、株式の大量買付行

為(ⅱ．において定義します。以下、同じ。)の中には、その目的等から見て、対象会社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社グループにおける企業価値の源泉は、証券業及び証券関連業務において永年にわたり蓄積し

てきた商品やサービス、金融市場等についての高度な専門知識と豊富な経験及び当社グループをと

りまく国内外のあらゆるステークホルダーの皆様との長期的信頼関係であると考えております。当

社株式の買付けを行う者がこうした当社グループの企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に

確保し向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることに

なります。そして当社は、このような濫用的な買収に対して、必要かつ相当な対抗手段を講ずること

により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

また、当社は、基本方針の実現に資するための取組みとして、平成21年度より、厳しい経済・競争環

境下でも勝ち残れる、証券会社を中核とする金融サービスグループへの更なる進化を目指して「経

営３ヵ年計画～TT　Revolution～」を策定し、実行しております。この計画に基づき具体的な施策を

実行していくことで、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の向上が図れるものと考え

ております。

さらに、基本方針の実現に資する取組みとしては、コーポレート・ガバナンスの充実も重要と考

え、取締役会を日常業務を遂行する執行取締役とそれ以外の非執行取締役(社外取締役)で構成する

とともに、意思決定の迅速化を図るために執行役員制度を導入する等、「経営と執行の分離」を図っ

ております。また、内部監査は、取締役会の諮問機関として設置した社外取締役を委員長とする監査

委員会が行っており、社外取締役による業務執行状況のチェックが機能しやすい体制を構築してお

ります。監査役会は社外監査役３名を含む５名で構成され、監査役は取締役会に出席するほか、常勤

監査役は各種会議等に参加して積極的に意見を述べている等、監査役が十分な経営チェックを行え

る体制となっております。
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ⅱ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社は、平成22年５月24日開催の取締役会において「当社株式の大量買付行為に関する対応策」

(以下、「本プラン」といい、更新前の同対応策を「旧プラン」という。)の更新について第98期定時

株主総会へ上程することを決議し、株主総会において株主の皆様のご承認をいただきましたので、本

プランに更新いたしました。

本プランは、当社が発行者である株券等について、(a)大量買付行為を行おうとする者(以下、「大

量買付者」という。)の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付その他の取得、(b)大量買

付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の

買付その他の取得、(c)大量買付者が、当社の他の株主との間で当該他の株主が当該大量買付者の共

同保有者に該当することとなる行為を行うことにより、当該大量買付者の株券等保有割合が20％以

上となるような行為((a)乃至(c)を総称して以下、「大量買付行為」という。) を対象とします。

本プランは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的と

して、当社の株券等の大量買付行為が行われる場合に、大量買付行為を行おうとする者に対し、(a)事

前に大量買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、(b)大量買付行為についての情報収集

・検討等を行う時間を確保した上で、(c)株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示する

ため、あるいは大量買付者との交渉を行っていくための手続を定めています。かかる必要かつ十分な

情報の提供と大量買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保するため、大量買付者に

は、当該時間が経過するまで大量買付行為の開始をお待ちいただくことを要請するものです。

大量買付者が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社グループの

企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社は、かかる大量買付行

為に対する対抗措置として、原則として新株予約権を株主の皆様に無償で割り当てます。

本プランに従って割り当てられる新株予約権(以下、「本新株予約権」という。)には、(a)大量買付

者及びその関係者による行使を禁止する行使条件、(b)当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買

付者及びその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されてお

ります。なお、本プランでは、旧プランで採用しました取得条項(大量買付者から、その他の財産の交

付と引換えに新株予約権を取得することができる旨の条項)を削除しております。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者

及びその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があ

ります。
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当社は、本プランに定めるルールに従って一連の手続が遂行されたか否か、及び本プランに定める

ルールが遵守された場合に当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保し又は向上させ

るために必要かつ相当と考えられる対抗措置を発動するか否かについては、当社取締役会が最終的

な判断を行いますが、その判断の客観性、合理性及び公正性を担保するために、当社取締役会から独

立した組織として、独立委員会を設置することとします。当社取締役会が、大量買付者が本プランに

定められた手続を遵守したか否か、大量買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

うか否か及び対抗措置を発動するか否かを検討並びに判断するにあたって、本プランに定めた対抗

措置の発動に関して当社取締役会は、かかる独立委員会に必ず諮問することとします。

独立委員会は、３名以上の委員により構成され、委員は、社外監査役、実績ある会社経営者、投資銀

行業務に精通する者、当社の事業に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究

対象とする研究者又はこれらに準ずる者等の社外者の中から当社取締役会が選任するものとしま

す。

独立委員会は、大量買付者、当社の取締役、監査役、従業員等に対し必要に応じて独立委員会への出

席を要求し、必要な情報について説明を求めながら、取締役会から諮問を受けた事項について審議・

決議し、その決議の内容に基づいて、当社取締役会に対し勧告を行います。この勧告は公表されるも

のとし、当社取締役会はかかる勧告を最大限尊重して対抗措置の発動又は不発動につき速やかに決

議を行うものとします。

本プランは、取締役会の決議に際しては独立委員会による勧告手続を経なければならず、かつ同勧

告を最大限尊重しなければならないものとすることにより、取締役会の判断の客観性、公正性及び合

理性が確保できるよう設計されています。

　
ⅲ　本プランが会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないこ

と、会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと及びその理由

(ⅰ) 会社の支配に関する基本方針に沿うものであること

本プランは、大量買付者に大量買付に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供す

ること、情報判断のための一定の評価期間が経過した後にのみ大量買付行為を開始することを求め、

当社所定のルールを遵守しない大量買付者には対抗措置を講じることとしています。

また、ルールが遵守された場合でも、大量買付行為により当社グループの企業価値ひいては株主共

同の利益が損なわれると判断される場合は、大量買付者に対し対抗措置を講じることとしているこ

とから、本プランは会社支配に関する基本方針に沿うものであると考えております。

(ⅱ) 株主共同の利益を損なうものではないこと

本プランは株主共同の利益を尊重する考え方に基づき設計され、株主の皆様が大量買付行為に応

じるか否かを判断するために必要な情報や取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会を確

保するものです。本プランにより株主の皆様は適切な投資判断を行うことが可能となり、株主共同の

利益に資するものと考えます。

さらに、本プランの発効は株主総会の承認を条件としており、本プランの有効期間の満了前であっ

ても、当社株主総会において、本プランの廃止が決定された場合には、本プランはその時点で廃止さ

れることからも、本プランは当社株主の共同の利益を損なうものではないと考えております。
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(ⅲ) 会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと

本プランは、対抗措置の発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、当社取締役会か

ら独立性の高い社外者により構成される独立委員会が設置されており、対抗措置の発動に際しては

必ず独立委員会の判断を経ることを要し、当社取締役会は同委員会の勧告を最大限尊重するもので

あること、取締役会及び独立委員会が、当社の費用で、当社から独立した地位にある外部専門家等の

助言を得ることができることなどにより、その内容において公正性・客観性が担保される工夫がな

されています。したがいまして、本プランは、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。

(ⅳ) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議によりいつでも廃

止できることとされており、取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお発動を阻止できない、い

わゆるデッドハンド型買収防衛策ではありません。

また、当社は取締役の任期を１年としており、期差任期制度を採用していないため、本プランは、取

締役会の構成員の交代を一度に行うことができず、その発動を阻止するのに時間がかかる、いわゆる

スローハンド型買収防衛策でもありません。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 972,730,000

計 972,730,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 280,582,115280,582,115

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部
名古屋証券取引所
市場第一部

権利内容になんら限定のな
い、当社における標準となる
株式であります。
なお、単元株式数は1,000株
であります。

計 280,582,115280,582,115― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　第１回新株予約権

平成21年６月26日定時株主総会決議、平成21年８月24日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数(個) 667(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 667,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり358(注)２

新株予約権の行使期間 平成23年９月１日～平成26年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格    442
　　　資本組入額  221(注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締

役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は当社の普通株式1,000株とす

る。

なお、新株予約権割当て後、当社が株式分割(当社の普通株式の株式無償割当てを含む。以下、同じ。)又は株式

併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていないものについて、次

の算式により付与株式数を調整する。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

上記のほか、新株予約権割当て後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に付与株式

数の調整を行うことができる。

２　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付される株式１株当

たりの金銭の額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。

新株予約権の割当て後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、行使価額は、次の算式により調整される

ものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率

また、当社が当社の普通株式の時価を下回る価額で普通株式の発行又は当社の保有する当社の普通株式の処

分(新株予約権の行使及び単元未満株式の買増請求による場合を除く。)を行う場合は、次の算式により行使価

額の調整を行い、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、当社の保有する当社の普通株式を処分する場合は、上記の算式において「新規発行株式数」を「処分す

る当社の普通株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分価額」に読み替える。

上記のほか、新株予約権割当て後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができる。

３　①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

はその端数を切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４　①　新株予約権を割当てられた者(以下、「新株予約権者」という。)は、本新株予約権の行使時において、当社又

は当社の連結子会社の取締役、執行役員、又は従業員(従業員には当社又は当社の連結子会社から他社へ

の出向者を含む。)たる地位を有することを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職並びに会社都

合による退職等正当な理由に基づきかかる地位を喪失した場合はこの限りではない。

②　新株予約権者は、次の各号の一に該当することとなった場合、当該時点において未行使である本新株予約

権を行使することはできないものとする。

イ　当社もしくは当社の連結子会社の株主総会決議による解任、懲戒処分による解雇又は自己都合による

辞任・退職の場合。

ロ　禁固以上の刑に処せられた場合。

ハ　破産の申立もしくは民事再生手続開始の申立があった場合、又は差押、仮差押、保全差押もしくは仮処

分の申立、もしくは滞納処分を受けた場合。

ニ　本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

ホ　「新株予約権割当契約(付与契約)」(以下、「本契約」という。)の規定に違反した場合。

③　新株予約権者が本契約の締結後本新株予約権の権利行使期間満了前に死亡した場合に限り、新株予約権者

の相続人は本新株予約権を承継することができるものとし(以下、本新株予約権を承継する新株予約権者

の相続人のことを「権利承継者」という。)、権利承継者は、細則に従い、新株予約権者の死亡の日(その日

を含む。)から６ヶ月間(本新株予約権の権利行使期間の末日までとする。)に限り本新株予約権を行使す

ることができる。ただし、新株予約権者が、当社に対し、相続人による本新株予約権行使を希望しない旨を

申し出た場合は、この限りではない。

④　新株予約権者の相続人が複数である場合には、権利承継者をその相続人のうちの一人に限定することと

し、当該権利承継者は、本契約の規定、細則その他の当社の定める条件及び手続に従わなければならない。

⑤　権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しない。

⑥　本契約の各条項の適用に関しては、権利承継者を新株予約権者とみなす。
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②　第１回第２号新株予約権

平成21年６月26日定時株主総会決議、平成21年12月21日取締役会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数(個) 100(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 100,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり378(注)２

新株予約権の行使期間 平成24年１月１日～平成26年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  　465
　　　資本組入額  232(注)３

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締

役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は当社の普通株式1,000株とす

る。

なお、新株予約権割当て後、当社が株式分割(当社の普通株式の株式無償割当てを含む。以下、同じ。)又は株式

併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていないものについて、次

の算式により付与株式数を調整する。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

上記のほか、新株予約権割当て後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に付与株式

数の調整を行うことができる。

２　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付される株式１株当

たりの金銭の額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。

新株予約権の割当て後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、行使価額は、次の算式により調整される

ものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率

また、当社が当社の普通株式の時価を下回る価額で普通株式の発行又は当社の保有する当社の普通株式の処

分(新株予約権の行使及び単元未満株式の買増請求による場合を除く。)を行う場合は、次の算式により行使価

額の調整を行い、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、当社の保有する当社の普通株式を処分する場合は、上記の算式において「新規発行株式数」を「処分す

る当社の普通株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分価額」に読み替える。

上記のほか、新株予約権割当て後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができる。

３　①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

はその端数を切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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４　①　新株予約権を割当てられた者(以下、「新株予約権者」という。)は、本新株予約権の行使時において、当社又

は当社の連結子会社の取締役、執行役員、又は従業員(従業員には当社又は当社の連結子会社から他社へ

の出向者を含む。)たる地位を有することを要する。ただし、任期満了に伴う退任、定年退職並びに会社都

合による退職等正当な理由に基づきかかる地位を喪失した場合はこの限りではない。

②　新株予約権者は、次の各号の一に該当することとなった場合、当該時点において未行使である本新株予約

権を行使することはできないものとする。

イ　当社もしくは当社の連結子会社の株主総会決議による解任、懲戒処分による解雇又は自己都合による

辞任・退職の場合。

ロ　禁固以上の刑に処せられた場合。

ハ　破産の申立もしくは民事再生手続開始の申立があった場合、又は差押、仮差押、保全差押もしくは仮処

分の申立、もしくは滞納処分を受けた場合。

ニ　本新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

ホ　「新株予約権割当契約(付与契約)」(以下、「本契約」という。)の規定に違反した場合。

③　新株予約権者が本契約の締結後本新株予約権の権利行使期間満了前に死亡した場合に限り、新株予約権者

の相続人は本新株予約権を承継することができるものとし(以下、本新株予約権を承継する新株予約権者

の相続人のことを「権利承継者」という。)、権利承継者は、細則に従い、新株予約権者の死亡の日(その日

を含む。)から６ヶ月間(本新株予約権の権利行使期間の末日までとする。)に限り本新株予約権を行使す

ることができる。ただし、新株予約権者が、当社に対し、相続人による本新株予約権行使を希望しない旨を

申し出た場合は、この限りではない。

④　新株予約権者の相続人が複数である場合には、権利承継者をその相続人のうちの一人に限定することと

し、当該権利承継者は、本契約の規定、細則その他の当社の定める条件及び手続に従わなければならない。

⑤　権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しない。

⑥　本契約の各条項の適用に関しては、権利承継者を新株予約権者とみなす。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

─ 280,582 ― 36,000 ― 9,000
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２―27―２ 21,492 7.66

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 19,823 7.06

トヨタファイナンシャルサービス
株式会社

愛知県名古屋市西区牛島町６―１ 14,280 5.09

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 12,016 4.28

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 11,410 4.07

株式会社横浜銀行　　　　　　　(常任代
理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社)

神奈川県横浜市西区みなとみらい３―１―１　
　　(東京都中央区晴海１―８―12)

7,014 2.50

ザ　チェース　マンハッタン　バン
ク　エヌエイ　ロンドン　エス　エル
　オムニバス　アカウント
(常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行決済営業部)

WOOLGATE　HOUSE,　COLEMAN　STREET　LONDON　
EC2P　2HD,　ENGLAND
(東京都中央区月島４―16―13)

4,802 1.71

中央三井信託銀行株式会社
(常任代理人　日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

東京都港区芝３―33―１　　　　　　　　　(東京都中
央区晴海１―８―11)

4,800 1.71

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２―１―１　　　　　(東京
都中央区晴海１―８―12)

4,632 1.65

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行再信
託分・トヨタ自動車株式会社退職
給付信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 3,461 1.23

計 ― 103,732 36.97
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

933,000
― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式
277,848,000

277,848単元株式数1,000株

単元未満株式
普通株式

1,801,115
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 280,582,115 ― ―

総株主の議決権 ― 277,848 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式749株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
東海東京フィナンシャル・
ホールディングス株式会社

東京都中央区日本橋
３―６―２

933,000 ― 933,000 0.33

計 ― 933,000 ― 933,000 0.33

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が、1,000株(議決権１個)あり

ます。

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含まれております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月 平成22年８月 平成22年９月

最高(円) 392 359 383 353 319 309

最低(円) 356 309 316 301 278 269

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。)並びに同規則第61条及び第82条の規定に基

づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)及び「有価証券関連業経理の統

一に関する規則」(昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 53,582 63,092

預託金 24,894 19,674

顧客分別金信託 23,704 18,484

その他の預託金 1,189 1,190

トレーディング商品 234,257 247,196

商品有価証券等 230,873 245,276

デリバティブ取引 3,384 1,920

約定見返勘定 12,648 －

信用取引資産 37,217 36,042

信用取引貸付金 21,567 20,894

信用取引借証券担保金 15,650 15,148

有価証券担保貸付金 276,059 245,995

借入有価証券担保金 172,843 166,791

現先取引貸付金 103,216 79,203

立替金 134 127

募集等払込金 344 274

短期差入保証金 9,936 7,986

短期貸付金 140 128

有価証券 100 99

未収収益 1,902 2,248

繰延税金資産 2,393 1,877

その他 1,984 988

貸倒引当金 △37 △23

流動資産合計 655,560 625,709

固定資産

有形固定資産 ※１
 9,508

※１
 9,574

無形固定資産 4,193 4,780

投資その他の資産 26,453 24,701

投資有価証券 15,585 13,516

長期差入保証金 2,863 3,734

繰延税金資産 1,361 710

その他 7,832 7,320

貸倒引当金 △1,188 △580

固定資産合計 40,155 39,057

資産合計 695,715 664,766
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 116,893 109,284

商品有価証券等 115,200 107,615

デリバティブ取引 1,693 1,668

約定見返勘定 － 6,119

信用取引負債 7,380 9,150

信用取引借入金 5,153 6,218

信用取引貸証券受入金 2,226 2,932

有価証券担保借入金 238,574 223,935

有価証券貸借取引受入金 164,825 107,190

現先取引借入金 73,748 116,744

預り金 16,705 19,603

受入保証金 3,584 3,291

短期借入金 173,645 150,614

短期社債 9,700 11,300

1年内償還予定の社債 5,000 －

未払法人税等 272 5,873

賞与引当金 1,511 2,098

役員賞与引当金 － 54

その他 2,610 2,538

流動負債合計 575,878 543,864

固定負債

長期借入金 2,995 3,050

退職給付引当金 1,640 1,480

役員退職慰労引当金 102 95

負ののれん 390 477

その他 1,364 1,366

固定負債合計 6,492 6,469

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 168 307

特別法上の準備金合計 168 307

負債合計 582,539 550,640
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 36,000 36,000

資本剰余金 33,155 33,155

利益剰余金 45,947 46,122

自己株式 △445 △442

株主資本合計 114,657 114,834

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,116 △402

為替換算調整勘定 △715 △634

評価・換算差額等合計 △1,831 △1,037

新株予約権 36 20

少数株主持分 314 308

純資産合計 113,176 114,126

負債純資産合計 695,715 664,766
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業収益

受入手数料 15,352 12,447

委託手数料 6,206 3,405

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

71 123

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

6,235 6,019

その他の受入手数料 2,838 2,898

トレーディング損益 13,583 11,154

金融収益 1,189 1,586

営業収益計 30,125 25,188

金融費用 683 788

純営業収益 29,441 24,400

販売費及び一般管理費

取引関係費 3,315 4,366

人件費 12,278 11,293

不動産関係費 2,889 3,068

事務費 2,678 2,447

減価償却費 1,317 1,290

租税公課 351 296

貸倒引当金繰入れ 28 －

その他 502 644

販売費及び一般管理費合計 23,361 23,406

営業利益 6,080 993

営業外収益

受取配当金 121 129

受取家賃 418 471

負ののれん償却額 1 87

持分法による投資利益 137 137

その他 153 95

営業外収益合計 832 920

営業外費用

不動産賃貸原価 115 129

その他 50 40

営業外費用合計 165 169

経常利益 6,747 1,744
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

特別利益

固定資産売却益 － 0

投資有価証券売却益 － 19

金融商品取引責任準備金戻入 53 138

貸倒引当金戻入額 － 8

持分変動利益 － 646

特別利益合計 53 813

特別損失

有価証券評価減 ※１
 208

※１
 250

投資有価証券売却損 1 2

固定資産売却損 － 22

固定資産除却損 27 238

減損損失 13 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

貸倒引当金繰入額 － ※２
 630

特別損失合計 250 1,162

税金等調整前四半期純利益 6,550 1,395

法人税、住民税及び事業税 3,764 212

法人税等調整額 △983 △1,166

法人税等合計 2,781 △954

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,350

少数株主利益 1 7

四半期純利益 3,766 2,342
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

営業収益

受入手数料 7,843 5,207

委託手数料 2,626 1,313

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

28 49

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

3,671 2,397

その他の受入手数料 1,517 1,447

トレーディング損益 6,499 5,390

金融収益 601 747

営業収益計 14,944 11,344

金融費用 342 334

純営業収益 14,602 11,010

販売費及び一般管理費

取引関係費 1,644 1,981

人件費 6,057 5,607

不動産関係費 1,432 1,553

事務費 1,345 1,233

減価償却費 666 653

租税公課 168 148

貸倒引当金繰入れ 16 －

その他 230 246

販売費及び一般管理費合計 11,562 11,423

営業利益又は営業損失（△） 3,040 △413

営業外収益

受取配当金 11 11

受取家賃 217 236

負ののれん償却額 0 43

持分法による投資利益 113 －

その他 97 53

営業外収益合計 440 344

営業外費用

不動産賃貸原価 63 64

持分法による投資損失 － 34

その他 32 36

営業外費用合計 96 134

経常利益又は経常損失（△） 3,384 △203
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（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

特別利益

固定資産売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 － 33

特別利益合計 － 34

特別損失

有価証券評価減 ※１
 197

※１
 56

固定資産売却損 － 22

固定資産除却損 14 14

金融商品取引責任準備金繰入れ － 0

貸倒引当金繰入額 － 10

特別損失合計 211 104

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,173 △273

法人税、住民税及び事業税 1,929 87

法人税等調整額 △528 △124

法人税等合計 1,401 △37

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △235

少数株主利益 3 2

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,768 △238
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,550 1,395

減価償却費 1,317 1,290

負ののれん償却額 △1 △87

持分法による投資損益（△は益） △137 △137

退職給付引当金の増減額（△は減少） 289 160

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △198 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 622

受取利息及び受取配当金 △1,317 △1,716

支払利息 683 788

有価証券評価損益（△は益） ※２
 208

※２
 250

投資有価証券売却損益（△は益） 1 △17

持分変動損益（△は益） － △646

固定資産売却損益（△は益） － 22

固定資産除却損 27 238

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

減損損失 13 －

顧客分別金信託の増減額（△は増加） △4,900 △5,220

募集等払込金の増減額（△は増加） △111 △70

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増
加）

△20,475 12,939

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減
少）

19,738 7,609

信用取引資産の増減額（△は増加） △14,598 △1,174

信用取引負債の増減額（△は減少） 4,388 △1,770

有価証券担保貸付金の増減額（△は増加） △154,368 △43,142

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 144,389 27,717

預り金の増減額（△は減少） 2,457 △2,877

受入保証金の増減額（△は減少） 868 293

その他の資産の増減額（△は増加） 4,447 △15,210

その他の負債の増減額（△は減少） 972 △7,803

小計 △9,753 △26,521

利息及び配当金の受取額 1,099 1,673

利息の支払額 △715 △764

法人税等の支払額 △72 △5,543

営業活動によるキャッシュ・フロー △9,441 △31,155
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △139 △361

有形固定資産の売却による収入 － 12

無形固定資産の取得による支出 △862 △349

投資有価証券の取得による支出 △131 △1,827

投資有価証券の売却による収入 1 109

差入保証金の差入による支出 △50 △158

差入保証金の回収による収入 28 1,057

その他 1,053 43

投資活動によるキャッシュ・フロー △101 △1,475

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △14,658 23,034

長期借入金の返済による支出 △50 △55

短期社債の発行による収入 43,600 28,600

短期社債の償還による支出 △44,900 △30,200

社債の発行による収入 － 5,100

社債の償還による支出 － △100

自己株式の純増減額（△は増加） △5 △2

配当金の支払額 △663 △2,516

少数株主からの払込みによる収入 － 2,550

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,677 26,409

現金及び現金同等物に係る換算差額 152 △101

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,068 △6,323

現金及び現金同等物の期首残高 79,328 62,521

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ △3,132

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 53,260

※１
 53,065
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日)

１.連結の範囲に関する事項の変更

トヨタファイナンシャルサービス証券株式会社は、平成22年４月５日に東海東京証券株式会社(以

下、「東海東京証券」という。)を存続会社として同社と合併しております。

２.持分法の適用に関する事項の変更

連結子会社であった西日本シティＴＴ証券株式会社(以下、「西日本シティＴＴ証券」という。)

は、平成22年５月６日に第三者割当増資により当社議決権所有割合が低下したため、連結子会社から

持分法適用関連会社へ変更しております。

３.会計処理基準に関する事項の変更

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月

10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　

平成20年３月10日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

(2) 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20

年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益が５百万円それぞれ減少し、税金

等調整前四半期純利益が23百万円減少しております。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

　(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四半

期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

　(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四半

期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

連結子会社の第三者割当増資及び連結範囲の変更

当社の連結子会社であった西日本シティＴＴ証券は、平成22年３月23日開催の取締役会において、株

式会社西日本シティ銀行(以下、「西日本シティ銀行」という。)に対して第三者割当増資を行うことを

決議し、平成22年５月６日に実施いたしました。

(第三者割当増資の概要)

(1) 募集又は割当方法

第三者割当

(2) 発行新株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　    2,550株

発行価額

１株につき　　　　　　　　　　　　　 　 1百万円

発行価額の総額　　　　　　　　　　　 2,550百万円

資本組入額

増加する資本金の額　　　　　　　　　1,275百万円

増加する資本準備金の額　　　　 　　 1,275百万円

(3) 払込期日                       平成22年５月６日

(4) 取引の目的を含む取引の概要

当社及び西日本シティ銀行は、九州経済の中心として人口500万人を超す福岡県において、西日本

シティ銀行の県内全域に亘る店舗網や豊富な顧客基盤、地域に根ざして築き上げたブランド力を活

用するとともに、当社100％子会社の東海東京証券が独立系フルライン証券会社として培ってきた高

度なノウハウ・機能を導入することで、福岡県内において、もっとも顧客から選ばれる証券会社を目

指し、西日本シティＴＴ証券を設立いたしました。

西日本シティ銀行との提携効果を十分に発揮させ、福岡地域のお客様に対して、地域に密着した、

よりよい商品・サービスを提供するとともに、当社経営資源を集約するため、平成22年５月６日を期

して、会社分割の方法により、東海東京証券福岡支店における金融商品取引業を西日本シティＴＴ証

券に承継いたしました。
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　　東海東京証券が分割いたしました資産・負債の内容は次のとおりであります。      

　 資　　　産               負　　　債 　

　 項　　　　目 金　　　額
(百万円) 項　　　　目 金　　　額

(百万円)

　  現金及び預金 0 預り金 201

　  顧客分別金信託 217 信用取引負債 27

　  信用取引資産 27 受入保証金 16

　  その他 0 その他 0

　      流動資産合計 246     流動負債合計 245

　  有形固定資産 6　 　

　  無形固定資産 3　 　

　  投資その他の資産 27　 　

　      固定資産合計 38　 　

　 合　　　　計 284 合　　　　計 245

また、当社と西日本シティ銀行は平成22年３月25日に「株主間協定書」を締結し、前記会社分割

後、直ちに西日本シティＴＴ証券が実施する第三者割当増資について、西日本シティ銀行が全額引受

けることにより西日本シティＴＴ証券を合弁会社とすることに合意し、平成22年５月６日に西日本

シティＴＴ証券は西日本シティ銀行に対して第三者割当増資を実施しております。

(5) 持分変動利益

本第三者割当増資に伴う当社持分比率の低下により、第１四半期連結会計期間において、西日本シ

ティＴＴ証券は持分法適用会社となり持分変動利益(特別利益)６億46百万円を計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額

7,038百万円

※１　有形固定資産より控除した減価償却累計額

6,948百万円

　２　保証債務等

　　　従業員(４名)の金融機関借入金に対する債務保証

6百万円

　２　保証債務等

　　　従業員(６名)の金融機関借入金に対する債務保証

8百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　特別損失の有価証券評価減208百万円は、投資有価

証券に係る評価減であります。

※１　特別損失の有価証券評価減250百万円は、投資有価

証券に係る評価減であります。

―――――――― ※２　当社子会社である東海東京証券の元社員によるお

客様の資金を不正に出金する等の不正行為に関し、

同社においてお客様損害額への代位弁済債務及び不

正行為を行った元社員への債権が発生しておりま

す。この債権の金額について貸倒引当金を計上した

ものであります。

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　特別損失の有価証券評価減197百万円は、投資有価

証券に係る評価減であります。

※１　特別損失の有価証券評価減56百万円は、投資有価証

券に係る評価減であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 53,831百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

　△571　　　　　　
　　

現金及び現金同等物 53,260
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 53,582百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

　△517　　　　　　
　　

現金及び現金同等物 53,065
 

※２　営業活動によるキャッシュ・フローの有価証券評

価損208百万円は、投資有価証券に係る評価減であり

ます。

※２　営業活動によるキャッシュ・フローの有価証券評

価損250百万円は、投資有価証券に係る評価減であり

ます。
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 280,582,115

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 933,749

　
３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

区分
当第２四半期
連結会計期間末

ストック・オプションとし
ての新株予約権(百万円)

36

　(注)　上記新株予約権は、権利行使期間の初日は到来しておりません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,516
9.00

（うち特別配当
3.00）

平成22年３月31日 平成22年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,118 4.00平成22年９月30日 平成22年12月１日
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
　

当企業集団は、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券の引受け及び売出

し、④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱いなどの金融商品業務を中心とする

営業活動をグローバルに展開しております。

これらの営業活動は、金融その他の役務提供を伴っており、この役務提供と一体となった営業活動を基

に収益を得ております。従って、当企業集団の事業区分は「投資・金融サービス業」という単一の事業セ

グメントに属しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
　

連結売上高に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
　

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)
　

当社は、「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、セグメント情報については記載して

おりません。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額のうち、事業運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは以下のとおりであります。

　

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

約定見返勘定(資産) 12,648 12,648 ─

(注)１　金融商品の時価の算定方法

短期間で決済されるため、時価は帳簿金額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

２　上記の他に、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は以下のとおりであります。

区分 四半期連結貸借対照表計上額(百万円)

関連会社株式 5,405

計 5,405

上記金融商品については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握

することが極めて困難であります。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)

トレーディング業務で行うデリバティブ取引は、事業運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは以下のとおりであります。

対象物の種類 取引の種類
契約額
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

金利

債券先物オプション取引 　 　 　
売建 ─ ─ ─

買建 1,136 1 △0

 
株式

 

株価指数オプション取引

売建

買建

株券店頭オプション取引

売建

買建

 
48,715

6,708

 
1,590

19,461

 
70

10

 
108

1,659

 
25

△10

 
△8

88

　
(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　 　
１株当たり純資産額 　 403円45銭

　

　 　 　
１株当たり純資産額 　 406円92銭

　

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　14円19銭 １株当たり四半期純利益　　　　　　　　　８円38銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

　四半期純利益(百万円) 3,766 2,342

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,766 2,342

　普通株式の期中平均株式数(千株) 265,389 279,650

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　６円66銭 １株当たり四半期純損失　　　　　　　　　０円85銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないこ

と及び１株当たり四半期純損失であるため記載してお

りません。

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

1,768 △238

　普通通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

1,768 △238

　普通株式の期中平均株式数(千株) 265,385 279,649

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

(1)　第99期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当について、平成22年10月28日開催の取締

役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　 　　　 1,118百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　４円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成22年12月１日

　

(2)　当社子会社である東海東京証券の元社員により、お客様の資金を不正に出金する等の不正行為が行われ

ておりました。

当該不正行為によるお客様の被害額である不正出金等がなされたことが判明した６億30百万円につい

て、当期におきまして代位弁済のための未払金を同額計上しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２１年１１月１０日

　

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

　　取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 松　井　夏　樹　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 小　川　　　薫　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの

連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四

半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海東京フィナンシャル・ホールディングス

株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会

計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

　自己株式の処分に関する事項が重要な後発事象に記載されている。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２２年１１月１０日

　

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

　　取　締　役　会　御　中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 松　井　夏　樹　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 小　川　　　薫　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの

連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで）及び第２四

半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海東京フィナンシャル・ホールディングス

株式会社及び連結子会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会

計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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